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埼玉県における まん延防止等重点措置等 に基づく要請について（案） 

 

令和４年１月１９日 

 

 政府対策本部は、新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下「特措法」という。）第３１条の４第３

項に基づき、本県を まん延防止等重点措置 を実施すべき区域とする旨の公示及び新型コロナウイルス感

染症対策の基本的対処方針を変更することを決定しました。 

 本県における まん延防止等重点措置等 について、以下のとおり要請いたします。 

 

１ まん延防止等重点措置の対象区域 

（１） 重点措置を講じるべき区域（以下「措置区域」という）  

  ・埼玉県全域（令和４年１月１９日（水）に指定） 

 

（２） 措置区域以外  

  ・なし 

 

２ 実施期間 

  令和４年１月２１日（金）から令和４年２月１３日（日）まで 
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３ まん延防止等重点措置等 の内容 

（１）県民に対して 

措置区域 

特措法第３１条の６第２項に基づく要請 

・ 営業時間の短縮を要請した時間以降、飲食店を利用しないこと。 

特措法第２４条第９項に基づく要請 

○ 県境をまたぐ移動 

・ 不要不急の県境をまたぐ移動を、極力控えること。 

 （医療機関への通院、食料・医薬品・生活必需品の買い出し、必要な職場への出勤、通学、屋外での運動や散歩 

  など、生活や健康の維持のために必要な場合を除く。） 

   ※ 県境をまたぐ移動については、ワクチン・検査パッケージ制度を適用しない。 

○ 外出・移動 

・ 外出・移動をする場合は、基本的な感染防止対策（「人と人との距離の確保」、「マスクの着用」、「手洗いなど

の手指衛生」等）に加え、特に「三つの密」を回避するとともに、目的地以外に立ち寄らないようにすること。 

・ 混雑している場所や時間を避けて行動すること。 

・ 路上・公園等における集団での飲酒など感染リスクが高い行動の自粛 

○ 飲食店等の利用 

・ 感染防止対策が徹底されていない飲食店等や営業時間短縮の要請に応じていない飲食店の利用自粛 

  （飲食等については、お客様の命を守る取組に参加する「彩の国『新しい生活様式』安心宣言飲食店＋(プラス)」

の認証を受ける店舗（以下「認証店」という。）の利用を推奨） 

・ ワクチン・検査パッケージ制度の適用を受ける認証店を除き、同一グループ、同一テーブルで５人以上の会食を

控えること。 
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○ 感染に不安を感じる場合 

・ 感染に不安を感じる無症状者については、ワクチン接種済者を含めて検査を受けること。 

その他のお願い 

・ 同居家族以外とのホームパーティを控えること。 

・ 買い物は、できる限り一人で行くこと。 

（２）事業者全般（施設管理者等を含む。）に対して 
措置区域 

特措法第２４条第９項に基づく要請 

・ 業種や施設の種別ごとに、自主的な感染予防のための取組等を定めた業種別ガイドラインや「彩の国『新しい生

活様式』安心宣言」の使用・遵守を徹底すること。 

その他のお願い 

・ これまでにクラスターが発生しているような施設や「三つの密」を避けることが難しい施設については、徹底し

た感染防止対策を講じること。 

 ア 飲食店に対して 
措置区域 

特措法第３１条の６第１項に基づく要請 

○ 飲食店の営業時間の短縮等 

 【期間】   令和４年１月２１日（金）午前 ０時から 

        令和４年２月１３日（日）午後１２時まで 

 【対象】 飲食店（第 14号）：飲食店（居酒屋を含む。） ただし、宅配・テイクアウトを除く。 

    遊興施設等（第 11号）：飲食業の許可を受けている店舗及び飲食を主として業としていないカラオケ店等 

    結婚式場等（第 5号）：飲食業の許可を受けている結婚式場等 

         ※ 括弧内は、特措法施行令（以下「令」という。）第11条第 1項該当号（以下同じ）   
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措置区域 

特措法第３１条の６第１項に基づく要請 

○ 認証店に対する要請 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 非認証店に対する要請 

   【営業時間】 午前５時から午後８時まで 

   【酒類の提供】終日、提供を自粛（飲酒の機会を設けないこと。） 

   【人数上限】 同一グループ、同一テーブルで４人以内 

         （ただし、披露宴等については、１テーブルで４人以内） 
  

原 則（ワクチン・検査パッケージ制度の適用を受けない場合） 

 【営業時間】 午前５時から午後８時まで 

 【酒類の提供】終日、提供を自粛（飲酒の機会を設けないこと。） 

 【人数上限】 同一グループ、同一テーブルで４人以内 

       （ただし、披露宴等については１テーブルで４人以内） 

ワクチン・検査パッケージ制度の適用を受ける場合 

 ワクチン・検査パッケージ制度の登録店で、利用者のワクチン（２回以上）接種歴又は検査結果の陰性に係

る確認の有無によって、次のとおりとする。 

※ ワクチン・検査パッケージ制度の登録店であっても、適用を受けるか、受けないかを選択することができる。 

 

 
○同一グループの利用者全員のワクチン(２回以上) 

 接種歴又は検査結果の陰性を確認した場合 

【営業時間】 午前 ５時から午後９時まで 

【酒類の提供】午前１１時から午後８時３０分まで 

 

【人数上限】 人数上限なし 

○同一グループの利用者全員のワクチン（２回以上） 

 接種歴又は検査結果の陰性を確認できない場合 

【営業時間】 午前 ５時から午後９時まで 

【酒類の提供】終日、提供を自粛 

      （飲酒の機会を設けないこと。） 

【人数上限】 同一グループ、同一テーブルで４人以内 

（ただし、披露宴等については１テーブルで４人以内） 
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措置区域 

特措法第３１条の６第１項に基づく要請 

○ 令第５条の５に規定される措置の遵守 

 ・ 従業員への検査勧奨 

 ・ 入場者が密にならないような整理誘導 

 ・ 発熱等有症状者の入場禁止 

 ・ 手指の消毒設備の設置 

 ・ 事業所の消毒 

 ・ 入場者へマスクの着用等の徹底 

 ・ マスクの着用等に正当な理由なく応じない者の入場禁止（既に入場している者への退場を含む。） 

 ・ 換気の徹底 

 ・ 会話等の飛沫による感染の防止に効果のある措置(アクリル板等の設置又は座席の間隔の確保） 

 

 イ 令第 11条第 1項に規定される施設（ただし、「ア 飲食店」で掲げる施設を除く。）に対して 

措置区域 

特措法第３１条の６第１項に基づく要請 

 【対象（床面積 1,000 ㎡超）】 

 ◇ 劇場、観覧場、映画館又は演芸場等（第 4号） 

 ◇ 集会場又は公会堂等（飲食業の許可を受けている結婚式場等を除く。）（第 5号） 

 ◇ 展示場等（第 6号） 

 ◇ 物品販売業を営む店舗等（食品、医薬品、医療機器その他衛生用品、再生医療等製品又は燃料その他生活に欠く

ことができない物品として厚生労働大臣が定めるものの売場を除く。）（第 7号） 

  ※ 物品販売業を営む店舗等の例：大規模小売店、百貨店、ショッピングセンター、家電量販店 など 
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 ◇ ホテル又は旅館等（集会の用に供する部分に限る。）（第 8号） 

 ◇ 運動施設又は遊技場等（第 9号） 

 ◇ 博物館又は美術館等（第 10号） 

 ◇ 遊興施設等（飲食業の許可を受けている店舗及び飲食を主として業としていないカラオケ店等を除く。） 

  （第 9号又は第 11号） 

 ◇ サービス業を営む店舗等（生活必需サービスを除く。）（第 12号） 

○ 入場整理の徹底 

  入場者が密集しないよう整理・誘導する等の措置及び施設の入場者の人数管理・人数制限等の措置を行うこと。 

○ 令第５条の５に規定される措置の遵守 

 ・ 従業員への検査勧奨 

 ・ 入場者が密にならないような整理誘導 

 ・ 発熱等有症状者の入場禁止 

 ・ 手指の消毒設備の設置 

 ・ 事業所の消毒 

 ・ 入場者へマスクの着用等の徹底 

 ・ マスクの着用等に正当な理由なく応じない者の入場禁止（既に入場している者への退場を含む。） 

 ・ 換気の徹底 

 ・ 会話等の飛沫による感染の防止に効果のある措置（アクリル板等の設置又は座席の間隔の確保） 
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措置区域 

その他のお願い 

 【対象（床面積 1,000 ㎡以下）】 

 ◇ 劇場、観覧場、映画館又は演芸場等（第 4号） 

 ◇ 集会場又は公会堂等（飲食業の許可を受けている結婚式場等を除く。）（第 5号） 

 ◇ 展示場等（第 6号） 

 ◇ 物品販売業を営む店舗等（食品、医薬品、医療機器その他衛生用品、再生医療等製品又は燃料その他生活に欠く

ことができない物品として厚生労働大臣が定めるものの売場を除く。）(第 7号) 

 ◇ ホテル又は旅館等（集会の用に供する部分に限る。）（第 8号） 

 ◇ 運動施設又は遊技場等（第 9号） 

 ◇ 博物館又は美術館等（第 10号） 

 ◇ 遊興施設等（飲食業の許可を受けている店舗及び飲食を主として業としていないカラオケ店等を除く。） 

  （第 9号又は第 11号） 

 ◇ サービス業を営む店舗等（生活必需サービスを除く。）（第 12号） 

○ 入場整理の徹底 

  入場者が密集しないよう整理・誘導する等の措置及び施設の入場者の人数管理・人数制限等の措置を行うこと。 

○ 感染防止対策の徹底 

 ・ 従業員への検査勧奨 

 ・ 入場者が密にならないような整理誘導 

 ・ 発熱等有症状者の入場禁止 

 ・ 手指の消毒設備の設置 

 ・ 事業所の消毒 
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 ・ 入場者へマスクの着用等の徹底 

 ・ マスクの着用等に正当な理由なく応じない者の入場禁止（既に入場している者への退場を含む。） 

 ・ 換気の徹底 

 ・ 会話等の飛沫による感染の防止に効果のある措置(アクリル板等の設置又は座席の間隔の確保） 

 

措置区域 

その他のお願い 

【対象（床面積 1,000 ㎡超・1,000 ㎡以下共通）】 

○ ホテル又は旅館等（集会の用に供する部分に限る。）で、披露宴等を行う場合の取扱い 

 ・ 「ア 飲食店に対して」に掲げる結婚式場等で披露宴等を行う場合と同様の条件で行うこと。 

○ 遊園地やテーマパーク等の取扱い 

 ・ 遊園地やテーマパーク等は「（３）イベントの開催制限について」に掲げる「イベント」に含まれることに留意 

 

 ウ 職場に対して 

措置区域 

その他のお願い 

○ 出勤者数の削減の取組 

 ・ 職場への出勤については、在宅勤務（テレワーク）の活用や休暇取得の促進により、出勤者数の削減の取組を

推進すること。 

○ 人と人との接触を低減させる取組 

 ・ 職場に出勤する場合においては、時差出勤、自転車通勤等を強力に推進すること。 
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○ 職場における感染防止対策 

 ・ 職場において、感染防止のための取組（（手洗いや手指消毒、せきエチケット、職員同士の距離確保、事業場の

換気励行、複数人が触る箇所の消毒、発熱等の症状が見られる従業員の出勤自粛、軽症状者に対する抗原簡易キ

ット等を活用した検査、出張による従業員の移動を減らすためのテレビ会議の活用、昼休みの時差取得、社員寮

等の集団生活の場での対策等）や「三つの密」等を避ける行動を促進すること。 

   特に、「居場所の切り替わり」に注意し、休憩室、更衣室、喫煙室等での感染防止対策を徹底すること。 

○ 重症化リスクのある労働者等への配慮 

 ・ 高齢者や基礎疾患を有する者等重症化リスクのある労働者、妊娠している労働者及び同居家族にそうした者が

いる労働者については、本人の申出等を踏まえ、在宅勤務（テレワーク）や時差出勤等の感染予防のための就業

上の配慮を行うこと。 

 

（３）イベントの開催制限について 

措置区域 

特措法第２４条第９項に基づく要請 

○ 感染防止安全計画（以下「安全計画」という。）策定対象となるイベント 

 ア 対象 

  「参加予定人数が５，０００人超」、かつ「大声なし」のイベント 

 

 

 

 

 

「大声」の定義 

 観客等が、「①通常よりも大きな声量で、②反復・継続的に声を発すること。」を大声とし、

これを積極的に推奨する、又は必要な対策を十分に施さないイベントを「大声あり」とする。 
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 イ 人数上限及び収容率 

 （ア）収容定員が設定されている場合 

  【人数上限】 ２０，０００人まで 、 【収容率】 １００％ 

 （イ）収容定員が設定されていない場合 

   人と人とが触れ合わない程度の間隔（１ｍ程度）を確保 

   ※ イベントについては、ワクチン・検査パッケージ制度を適用しない。 

   ※ ただし、令和４年１月２２日までに販売されたチケット等（参加者への招待や案内済みのものを含む。） 

    については、キャンセルは不要 

 ウ 安全計画に記載すべき事項 

   業種別ガイドラインや施設ごとに定めた「彩の国『新しい生活様式』安心宣言」等を踏まえ、次の項目について、 

  具体的な感染防止対策を安全計画に記載すること。 

 

 

 エ 安全計画の提出期限 

   主催者等は、原則として、イベントの開催日の２週間前までに、県に提出すること。 

 

 オ 結果報告書の提出 

   主催者等は、イベント終了日から１か月以内を目途に結果報告書を県に提出すること。 

   ただし、クラスター等の発生が確認された場合は、直ちに県に報告すること。 

 

 ① 飛沫の抑制（マスク着用や大声を出さないこと）の徹底、② 手洗、手指・施設消毒の徹底、③ 換気の徹底、 

 ④ 来場者間の密集回避、 ⑤ 飲食の制限、⑥ 出演者等の感染対策、 ⑦ 参加者の把握等 
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○ それ以外の（安全計画が策定されない）イベント 

   主催者等は、県が定める「チェックリスト」様式に、イベント開催時に行う感染防止対策を記載し、主催者等の

ホームページ等で公表すること。 

 ア 人数上限及び収容率 

 （ア）収容定員が設定されている場合 

   【人数上限】 ５，０００人 

   【収 容 率】 大声なし：収容定員の「１００％」、 大声あり：収容定員の「５０％」 

     → 「人数上限」、「収容定員に収容率を乗じた人数」のいずれか小さい方まで 

 （イ）収容定員が設定されていない場合 

    地域の行事、全国的・広域的なお祭り、野外フェスなど収容定員が設定されていない場合 

     大声あり：十分な人と人との間隔（できるだけ２ｍ、最低１ｍ以上）を確保 

     大声なし：人と人とが触れ合わない程度の間隔（１ｍ程度）を確保 

   ※ ただし、令和４年１月２２日までに販売されたチケット等（参加者への招待や案内済みのものを含む。）に

ついては、キャンセルは不要 

 イ 業種別ガイドライン等の遵守 

   業種別ガイドラインや施設ごとに定めた「彩の国『新しい生活様式』安心宣言」の使用・遵守を徹底すること。 

 ウ チェックリストの保管 

   主催者等は、自らが作成した「チェックリスト」をイベント終了日から１年間保管すること。 
 

４ 教育委員会に対する要請 

措置区域 

特措法第２４条第７項に基づく要請 

 ・ 県教育委員会に対し、県立学校における感染防止対策の徹底を要請 
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５ 高齢者施設等に対する要請 

措置区域 

特措法第２４条第９項に基づく要請 

 ・ 高齢者施設等に対し、県又は保健所設置市が策定した集中的実施計画に基づき、検査を受検することを要請 

 

６ 県主催イベント等及び県有施設の取扱い 

 ■ 県主催イベントについては、徹底した感染防止対策を講じることを条件に開催する。 

 ■ 屋内県有施設については、令第１１条第１項に規定する施設と同様の要請を遵守し、次に掲げる徹底した感染

防止対策を講じ、主催者等に遵守させることを条件として開館する。 

 ＜感染防止対策＞ 

 ◇ 以下の行為を伴う利用は禁止する。 

  ・ カラオケ、コーラス等大声での発声など感染リスクの高まる行為 

   （文化団体等の定めるガイドラインに則った行為を除く。） 

  ・ 身体的な接触を伴う行為（競技団体等の定めるガイドラインに則った行為を除く。） 

  ・ その他、県が定める措置を逸脱する等の行為 

 ◇ 以下の感染防止対策を徹底する。 

  ・ マスク着用、手指消毒、検温など来場者の感染対策 

  ・ 諸設備の消毒、施設スタッフの体調管理の徹底 

  ・ 三密を回避するための入場制限、来場者導線や社会的距離を確保する等の感染対策 

  ・ 接触確認アプリ（COCOA、埼玉県 LINEコロナお知らせシステム）の導入 

  ・ その他、シャワーの使用方法など個々の感染防止対策については、業種別ガイドラインや施設ごとに定めた 

   「彩の国『新しい生活様式』安心宣言」を遵守させること。 

 



まん延防止等重点措置に伴う県立学校の対応

まん延防止等重点措置に伴う対応 ※ 特別支援学校については実情に応じて適切に対応

１ 授業
ハイリスクの活動における感染防止対策の徹底等

２ 学校行事

① 修学旅行等の校外行事

② 卒業式等その他の学校行事
 原則児童生徒・教職員で実施(保護者の参加は１名まで)

５ 臨時休業
迅速かつ適切な学級閉鎖等の臨時休業を措置

 保健所との情報共有と連携
（出席停止、学級閉鎖等を迅速に判断）

 臨時休業の目安を適用３ 入学者選抜

 感染防止対策を徹底した上で実施
 陽性者・濃厚接触者等への対応策を講じて実施

国の方針等を踏まえ、対策を講じて実施

４ 部活動
ハイリスクの活動を回避 ・ 校外活動を制限

※ 公式大会やコンクール等に出場する場合を除く
 休日の活動は禁止 ※
 校外活動（練習試合・合同練習等）は禁止 ※
 飛沫感染の高い活動（大きな発声・身体接触を伴う等）は禁止 ※
 屋内競技・活動時の換気をはじめとするエアロゾル感染対策を徹底
 陽性者が確認された場合は、原則１週間活動を停止
 県外の公式大会等に参加する場合は、ＰＣＲ検査等を受ける
よう要請

 歌唱・調理実習・実験等における感染防止対策を徹底
 必要に応じて始業時間を繰り下げ ・ 直行直帰を徹底

 目的地等の状況、生徒の心情等を踏まえ、保護者の
十分な理解を得て、延期又は中止を含めて実施の
可否を判断

実施について慎重に判断

※ 市町村教育委員会に対し、県立学校の対応を踏まえ、各地域の感染状況等も考慮した上で、適切な対応を要請
※ 私立学校に対し、上記対応に加え、寮での感染対策の更なる徹底を要請（総務部）

例１）発熱等の風邪症状のある者について、登校・出勤自粛の徹底
例２）正しいマスク着用、ゼロ密、換気（教室・体育館等）、手洗い等の徹底
例３）各場面（食事・更衣・部室等）における対策の徹底

■ 引き続き基本的な感染防止対策を徹底


